
事 業 評 価 表

作成日：平成21年05月11日事業CD. 0106103 - 06030

事 業 名 担い手育成事業

細事業名 農業法人等規模拡大支援事業

関連法令・条例等

事業分類： (Ｂ) ソフト事業

事 業 運 営 方 法 直 営 一 部 委 託 全 部 委 託 補 助 等

委 託 先

民間 外郭団体 ＮＰＯ 教育機関 自治会・地縁団体

その他 （
）

（平成 年度迄）

所 管 部 署 名 等

農 林 商 工 部

農 政 課

松本担当：233

京 都 府 南 丹 市

政策体系CD：

21新規事業 時限事業

事業区分

（平成20年度実施事業）

【 事 業 の 概 要 】

①施策で目指す目標との関連付け

　　第２章３　南丹ブランドの「ほんまもん」をつくる

　　　　管内の集落営農組織に対し、農地の集積に対する助成もしくは水稲栽培に必要な機械

　　　の導入補助を行うことにより、集落営農組織の経営基盤の強化及び南丹ブランドの中核

　　　である米の作付拡大に寄与する。

 

②事業を実施する必要性

　　本市においては、大規模な個別農家は数少ないが、一方で集落営農組織が多く存在してい

　る。これら集落営農組織が地域の農地を守っているのが現状であり、これら集落営農組織の

　支援により、農地保全を図るとともに、組織の経営基盤の強化により、経営の改善、安定化

　への寄与は大きい。

③未実施事項

　　特に無し

④他にも効果が見込める施策があるか

　　第２章１　豊かな緑と清流を守る

　　　　＝　地域ぐるみでの共同活動や集落営農組織の法人化の促進によって効率のよい農業

　　　　　を進めるとともに、耕作放棄地対策を含む総合的な農地の保全を進める。

【 前年度の評価を受けて改善した点等 】

※前年事業評価なし

【 事  業  費  の  推  移 】

【 主 な 支 出 の 内 訳 】

※H20年度実績

　農作業受託組織規模拡大事業補助金（3地区）  1,779千円

　農業機械導入補助補助金（5地区）　　　　　　7,077千円

2,8708,85618,4481,779千円
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決 算 額 ま た は 計 画 額

う ち 一 般 職 、 嘱 託 職、 臨時 職

給 与 お よ び 共 済 費 等

財

源

内

訳

使 用 料 ・ 手 数 料 等

国 ・ 府 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

職 員 等 従 事 人 員

人 件 費

事 業 費 総 額

【 近隣市町村の取り組み状況 】

　京都府の補助事業であり、京都府内の取り組みは多い。平成19年度より3ヵ年の時限事業であ

り、農業者団体等の要望により、実施されている。

【 所 属 長 総 括 評 価 】

①有効性・効率性を向上させるため、担当職員と議論を重ねた点

　　集落営農の法人化のメリット

②当該事業のアピール事項

　　集落営農支援策として重要

③反省点、今後の展開・方向性等

　　総合的な農地保全対策の必要性

単位 平18決算 平19決算 平20決算 平21予算 平22計画
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平成２０年度実施事業

233 事 業 名
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06030

細 事 業 名

所管課 担当

区

分

補

助

金

交

付

所管部局 農林商工部

活動日または時期

（農）木喰の郷もろはた

　　　　　　　　１，０００千円

船枝生産組合

　　　　　　　　　　４２０千円

舟津営農組合

　　　　　　　　　　３５９千円

１月５日～３月１７日

７月３日～３月２７日 竹井農家組合営農部会

　　トラクター　１台　１，４１４千円

大西営農組合

　　乾燥機　１台　　　９５３千円

若森地域農業振興協議会

　　田植機　１台　　　９５７千円

南大谷生産組合

　　コンバイン　１台　２，２３７千円

曽我谷営農組合

　　コンバイン　１台　１，５１６千円

●農作業受託等規模拡大助成

　地域の農用地を集積する集落営農組織に対し、集積面

積に応じて、最高１，０００千円まで緊急的に助成を行う。

平成１８年度から３年間の時限事業であり２０年度が最終

年度

担い手育成事業

活動結果

松本

●機械導入補助

　水稲生産に係る作業受託を行う集落営農組織に対し、作

業受託に必要となる機械の導入に係る補助を実施

　平成１８年又は１９年度の事業採択から３年間事業が実

施できる時限事業であり、集落営農組織の経営基盤の強

化を図った。

事　業　活　動　記　録

事業ＣＤ．

政策体系ＣＤ

活動内容

農業法人等規模拡大支援事業

農政課
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